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第5章 ドル条項問題と西 ドイ ツ経済の復興
古 内 博 行
は じ め に
第二 次大戦後 ､ 西 ドイ ツ は重化学 工業国 (｢強い ドイ ツ+) と して急速に復活する｡ これ は酉 ヨ ー ロ
ッ パ経済の危機 ､ 冷戦 の激化 とそれらの 出来事に伴うアメ リカ の対 ドイ ツ政策の 転換 を背景に.して お
り ､ 対 ドイツ破壊 ･ 懲罰 (｢弱い ドイ ツ+) 政策か らの 訣別 を意味 した ｡ 何 よりもまず ､ 西 ヨ ー ロ ッ パ
全体 の 国際収支危機 の なか で ｢ビジ ィ ･ ジャ ー マ ニ ー + こ そ ｢ビジィ ･ ヨ ー ロ ッ パ+ とい っ た認識が
再度浮上 してきた か らにほ かならない o 西 ドイ ツ の 経済復興に規定的な影響を与えた の は ､ 確か に ア
メリカ の対 ドイ ツ政策の転換であるが ､ だからとい っ て こう した政策の 一 方的押し付 けだけが経済復
興を可能 ならしめた とい うこ とは できない o 周知の ように第二 次大戦中にナチ ス ･ ドイ ツ は軍事的に
一 種 の ヨ - ロ ツ パ 統合を実現させた o そ の なかで被占領 国は苛酷な政治 ･ 経済的状態に置かれた の で
あ っ た o 大戦直後に残る こ うした西 ヨ ー ロ ッ パ近隣各国の悲惨な体験を考えれ ば､ -ドイ ツ経済の復興
とい うも の も容易に許容されえない ような状況にあ っ たの である｡
しか し､ そう した難 しい状況 を覆す役割 を果 したの が ドル 条項問題であ っ た｡ ドル 条項とは後述す
るよう に∴ドイ ツか らの輸出を ドル決済と義務づ ける連合国管理理事会の 規定の こ とで あり ､ こ れは
西 ヨ ー ロ ッ パ近隣各国に著しい 困難を課 した ｡ すなわち､ これ らの 国々 の 戦後復興需要 はア メ リカ の
供給力に頼らざる を得ず､ その結果 どの 国々 も対アメ リカ貿易収支は大幅な入超を計上する こ とと な
つ たか らで ある｡ 戦前 ､ これ らの 国々 は資本財を ドイツ から輸入 し､ また農産物や原料 一 中間財を ド
イ ツに輸出 して い た｡ 戦後の状況の もとで アメ リカ - の 貿易転換は ドル 不足問題 を尖鋭化 させ るもの
となっ たの で ある｡
そう したなか で ドル 条項は ドイツ をドル圏に組み入れる ことに よ っ て当時の 双務協定網から ドイ
ツ を隔離し､ ヨ ー ロ ッ パ近隣各国の対 ドイ ツ差別貿易政策を必然に したo その結果 ､ ドル 条項は ｢鉄
の カ ー テ ン+ をも じ っ て ｢ドル の カ ー テ ン+ (Dolla r v o rha ng) と非難される深刻な問題 とな っ た｡ そ
して ､ ドル 条項は西 ドイ ツ に対 して輸出できない 問題と関連 して ､ 資本財供給国と して の ドイ ツ とい
うか つ て の存在の 重み を浮び上が らせた｡
すなわち､ ドル 条項問題 を契機 に して戦前の ように ドイ ツを中心とする国際的な貿易連関を再構築
させ ようとす る動きが近隣各国か ら出てく るの で ある｡ ドル条項は当時 ドイ ツが ヨ ー ロ ッ パ に供給 し
て い た 石炭 ､ 木材､ 鉄屑等 の原料輸出の実態を越 えて ､ ヨ ー ロ ッ パ の 心臓部と して の重化学工業国 ド
イ ツ の復活を待望させ る重要な要因となっ て い っ た｡ こ の ように して ､･｢弱 い ドイ ツ+ か ら ｢強 い ド
イ ツ+ とい うアメリカ の対 ドイツ 政策の転換を上 からの転換とすれば､ ドル 条項問題は フラ ン ス を除
く西 ヨ ー ロ ッ パ近隣各国に対 し ｢強い ドイツ+ を希求させ る下か らの転換の 契機にな っ て いく｡ 本稿
は以上の ような問題意識 をも っ て ドル 条項の成 立が い か なる批判を西 ヨ ー ロ ッ パ 内部に生み出し､ そ
れが どの ように西 ドイツ経済の 復興 につ なが っ て い っ たの かを考察するもの である｡
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優先控除原則と ドル条項
優先控除原則 の 主張
194 5年 5 月 8 日に ドイ ツ は連合国に対 して 無条件降伏 をお こ なっ た ｡ 米英仏 ソの 4 軍代表 に より
6 月 5 日に べ ル リ ン 宣言 が発 せ られ ､ 占領軍 に よる ドイツ主権の 行使 ､ 4 地域 - の分割 占領等の 方
針 が示 された後 ､ 7 月 17日か ら8 月 2 日ま で米英ソ三国首脳 の ポ ツダム 会談が おこ なわれ ､ 対 ドイ
ツ 政策が 正式に確定されたo 8 月 末にはそ の 最高機 関で ある連合国管理理事会が設置され るo
ポツ ダム 会談 では アメ リカ 国務省が まとめた文書をたたき台に して 討議 がなされたが ､ そ の 際ア メ
リカ側が非妥協的な姿勢で臨ん だ原則は ､ 優先控除原則 (the F ir st Cha rgePrin ciple) で あ っ た｡
優先控除原則 とは ､ 賠償支払 い をお こ なう前 に輸出に よ る輸入金融が優先され るというもの で ある｡
すなわち､ 経常生産か らの輸出所得はまず輸入支払 い の ために用 い られ ､ ドイ ツ の輸出所得が輸入 コ
ス トをカ バ - す るま で賠償支払 い が ある べ きでは なく ､ 対外援助 な しに ドイ ツ経済が存立す る余地を
確保する ことを内容とす る ｡
√
実は こ の原則 は ヤル タ会談に向 け感国務省の 1月 12日付けの ドイ ツ の経済政策に 関す る文書 ､ 1月
16日付けの賠償政策に関する文書におい てす で に基本目標と して掲 げられ て い たもの で あっ た ｡ 1 945
年 5 月 18 日国務省文書もまた ､ 賠償問題 に対する基本方針と して 1 920年代 と同 じような再建方式
は とらない とす る主菜とともに賠償方式を経常生産物か ら ｢生産設備 の 撤去と移送+ とする転換政策
を挙げっ っ ､ 占領費､ 必輸入品 の支払 い に充て る外貨を賠償以前に控除する優先控除原則 の堅持 を確
認 して い た｡
さらにこの 原則はイギリ ス に と っ て 死活的な問題で あり ､ イ ギリ ス に よ っ ても強く主張された｡ 自
国の 国際収支ポジ シ ョ ン の 一 層 の 弱体化と戦後確実に予想 される国際収支危機か ら占領負担の 持 ち出
しに深 い 懸念を抱くイ ギリ ス にと っ て賠償支払 い よりも輸出に よ る外貨の獲得は喫緊の課題 で あ っ た｡
アメリカ よりも早く優先控除原則 を主張 して いた の がイ ギリス で あ っ たの は ､ こ の脈絡におい て容易
に理解され るこ とで ある｡
19 45年 2 月 の ヤル タ会 談に おい て対 ドイ ツ 賠償に つ い て総額 200億 ドル の 要求 を主張 して きた ス
タ ー リ ン に ロ ー ズ ヴ ュ ル トが協議に応ずる姿勢を示 したの に対 し､ チ ャ ー チル は強硬 に反対 した｡ ヤ
ル タ会談で は古顔地区の確 定もなされた か ら､ チ ャ ー チ ル の反対表明 には自国経済の 状況を考え た上
での 自古顔地区の 運営が賠償問題 に より経済的破綻 に曝され る ことを未然に防止す る観点が込め られ
てい たの で あろう｡
ロ ー ズヴ ェ ル トの 死後 ､ 財務省 の政治的影響力が低下す る の とは対照的に国務省が急激に影響力 を
強め るに つ れて政策ス タ ン ス が 大きく変わり ､ ポツダム 会談で は賠償政策をめ ぐ っ て米ソが鋭く対立
したが ､ これも優先控除原則に 関わる問題か らで あ っ たo 国務省が賠償方式をそれ まで の経常生産物
賠償か ら生産設備の 撤去と移送 に転換す るの も ､ 輸出に よる外貨獲得 が 目指されたからにほか ならな
い
｡.
結局 8 月 ト 日に勝償合意に かか わる西部地域からの ソ連に よる賠償取り立て には適用 しない との
妥協の 上に ､ ･′①賠償支払 い に際 しで は､ ドイツ 国民が対外援助 に依存 しない で生存す るに足る資渡を
控除しなければならない こ と, ②連合国管理理事会に より承認された輸入 に対する支払 い は ､ 経常生
産物 の輸出代金 か ら最初に控除されねばならない こ と ､ の優先控除原則が認 められた｡ こ の点で は賠
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償支払 い の優克にあくまで 固執す る ソ連側の 要求 に譲歩 した格好 にな っ たとみ る べ き で あるが ､ 賠償
支払 い に 一 定 の摸が打ち込まれた こ と の意味は後 の経緯 から考えて みても決 して小さく なか っ たとい
っ て よい だ ろうo
と もあれ ､ 優先控除原則 は ドイ ツ 国民の生存と いう観点から妥協的に採 り込 まれた o そ の ために ､
ポ ツ ダム協定 で定められた単 一 経済単位原則にもかか わらず ､賠償の 履行と同じく ､当初か らゾ - ン ･
アプ ロ ー チ 的方向にあ っ た ことは留意されて串い o 実際 ､ こう した ゾ ー ン ･ ア プ ロ ー チ と西側占領地
区 - の運用的方向は以 下に言及す る 9月 の輸出入規制の なかに は っ きり と現れてく る｡
2 優先控除原則と ドル 条項
と こ ろで ､ 輸出に よる輸入金融とい う場合の 獲得外貨は時々 裡の うちに ドル が前提とされて いた こ
とは い うまで もない ｡ 食糧ひ と つ と っ てみて もアメ リカ ない しは ドル 圏か ら輸入せ ざるをえ なか っ た
から であるo そ う した原則は実際に 1 945年 9 月 20日 の連合国管理 理事会指令によ っ て改めて追認
された o これ は連合国管理理事会が定 めた暫定的な輸出入規制ともいう べ きもの で あっ て ､ 主な内容
は ､ ① ドイ ツ の輸入 は生存の 需要に限定され ､ それは個 々 の 占領地区の 統治者 に より決定され るこ と ､
②経常生産ない し在庫か らの財 の ドイツ の輸出は ドル か ある い は連合国管理理事会に より承認された
通貨で支払われ る べ きこ と､ 支払い額 は軍政長官に より暫定的に定められた価格 にもとづ いて お こ な
われ , こ の 価格 の最低80%で ある べ きで ､ これ は.1 945年 8 月 1 日以降の輸出に遡 っ て適用され る
こ と ､ ③占領地 区の輸出所得 はさ しあたり当該地域の 輸入金融に用い られる こ と､ 他 の 占領地区の輸
出所得か ら他 の 占領地区の輸入支払 い はそれ に照応す る連合国管理理事会の決定ない しは個々 の 占領
地区 の 統治者 間の 合意にもとづ い てお こ なわれる こと ､ の 3 つ で あ っ た ｡
こ の 規制 は必ず しも 4 カ国間で の 積極的な同意が得られたもの で は なく ､ そ の性格か らい っ て 西
側 占領地 区に該当するもの とされ た｡ そ して ､ こう した貿易規制全体が後に ドル 条項とい うもの を構
成 した｡ 規 定に立ち入 っ てみ て いくと①と③から､ ゾ ー ン ･ ア プ ロ - チ的方向が明瞭で ある o ドル 条
項が 西側占領地区に該当するといわれ るの も､ こ の点に起因 してお り ､ 英米 の 二 占領地区を中心とす
るもの であ っ たこ とは い まま での 経緯か らことさら指摘す るまで もない ｡ ②の 規定で は ､ ドル か も し
くは連合国管理理事会が認めた通貨とな っ ては い るもの の ､ も っ ぱら ドル だけが想定されてい ると考
l
えて よ い ｡ これが通常ドル 条項とい われ る規定の核心部分で ある｡ 以上の 意味にお いて優先控除原風
と ドル 条項とは 一 対の もの であり ､ ドル 条項は優先控除原則の 実際的な表現にほか ならなか っ たo
ともあれ ､ ドル 条項 の採用 により当時の 極端 な ドル 不足の もとで 2 00以上も の双務協定を締結 し
て いた 西 ヨ ー ロ ッ パ に突如として ｢双務主義の 大海の なかの ハ ー ドカ レン シ ー の 孤島+ が 出現する こ
とに なっ た｡ こ う した事態が西 ヨ ー ロ ッ パ 近隣各国に大きな衝撃を与えたこ と 乱 行論 の なかで詳 し
く論ずるとおりである｡ こ の点に関連 して ドル条項の場合に留意されねばならない の は ､ それが単な
る ドル決済にと どまらず､ 他 の西 ヨ ー ロ ッ パ 諸国よりもは るか に厳格な輸入統制とい う側面を必然的
に伴っ て い たこ とで ある｡ これは先に言及 した 9 月 20日の連合国管理理事会指令にお ける①の 規定
にもとづ い て い た｡ とりわけ､ こ の当時の深刻な食糧危機 にお いて 蛙アメ リカ からの 必須食糧の輸入
が最優先されたの で ヨ ー ロ ッ パ 内部か らの 農産物 などは輸入許可製品か ら除外藩廃 るこ とにな っ た｡
ドル 条項 は優先控除原臭化 同様にイ ギリス がそう した占領政策の実践的観点か ら強く主張 したとい
われる o ドル条項は､ 占領地域が破綻に瀕 したル - ル地方を中心をする 工業蛸帯で あり ､ しb,ゝも食糧
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危機が深刻でもあ っ たために本 国か らの 持 ち出 しの 軽減を極力図らね ばならず ､ そ の意味で資本主義
の多角的な貿易金融 シ ス テ ム の 再建 の た め に世界政策を志向 したア メリカ とは 異なり ､ 最も現実的な
占領政策を展開す る必要があ っ たイ ギリ ス の意向を如実に反映 した もの と い っ て よ い ｡
こ の ように ､ 賠償 よりも ドイ ツ の 輸出､ すなわ ち ､ 外貨の獲得を重視するイ ギリ‾ス の基本姿勢には
ア メ リカ 国務省と は比較に ならぬほ ど切迫 した事情が あっ た と考え られ る｡ ともあれ ､ ドル 条項は英
米の 二 占領地 区にお い て極めて 峻厳に運用される こ ととなっ た ｡ なお ､ 占領地区を自国経済の復興に
徹底的に利用 しよう と して いた フ ラ ン ス も 7 月 に ドル 条項 に賛成 し､ 9 月 に改 めて 同意 したとい わ
れて い る ｡
と こ ろで ､ 実際 になされた ドイ ツ の 輸出は こ の 当時原料の 輸出であ っ た｡ それもとく に注目され る
の は ､ ｢隠れた賠償+ と い われ る石炭､ 木材､ 鉄屑 の 世界市場価格以下 で の 強制輸出であ っ た｡ こ こ
には 先に指摘 した 9 月 2 0日 の管理貿易規制が 西 ヨ ー ロ ッ パ 近隣各国と の 貿易 を阻害した ため ､ 強制
輸出が部分的代替の意味 をもた された事情があるもの と考えられ る｡ こ の 点では 西 ヨ ー ロ ッ パ 石炭危
機の深まりか ら 19 45年 6 月 26日にJC S石炭増産指令が 出された事実にみ られ るように ､ 西 ヨ ー
ロ ッ パ 経済を救済す る と い う枠組み が㌻ 方で あるなか で ドル 条項は西 ドイ ツ を原料輸出国に変える働
きをも っ たと い っ て よ い o それは と範 ､く輸出所得 が低く抑え られた の で強制輸出が西 ドイ ツ の復興
にと っ て現実的制約 とな っ たが ､ 他面では 西 ドイ ツ か らの 資源 の喪失が 石炭､ 木材 ､ 鉄屑 に限定され
たと言 えなくもない o 当時西 ヨ ー ロ ッ パ を席捲 して い た双務協定の網 の 目の なかに ドイ ツが他 の 国々
と対等の 立場 で加 われたとは思 え ない ｡
｡
ドル 条項 はそ の 意味では 一 種の 貿易障壁をかたちづく る こと
に よ っ て西 ドイツ の 資源 を温存させ る役割を果 した とい っ て よ い ｡
モ ス クワ外相会議と優先控 除原則
モ ス ク ワ 外相会議前夜
194 6年に入 っ て 英米 二 占領地 区の 占領負担 が膨 らんで 自国の 持ち出 しが か さむ とい っ た事情に加
えて深刻な政治 問題とな っ て きたの が対 ソ連問題で あ っ た｡ 資本主義世界との 非和解性を改め て表 明
す る 1 946年 2 月 の ス タ ー リ ン演説 ､ 翌3 月 の チ ャ ー チ ル の ｢鉄の カ ー テ ン+ 演説 ､･アメ リカ の 強大
さを前面に出 した 4 月 の 陸軍記念 日で の トル ー マ ン 演説 ､ また中東 ､ 束地中海地域で の 緊張 の 高ま
り ､ 1 946年5 月 の 対 ソ連 向けイ ヤ マ ー ク の 1 0億 ドル 借款 の フ ラ ン ス - の振替は ､ 英米の 対 ドイ ツ政
策にも重大な影響をおよ ぼして きた｡ そう したなか で ､ ソ連がポ ツ ダム 協定で 定め られた西側 からの
賠償引き渡しに対す る食糧 ､ 木材等の反対給付 をお こ なっ て い ない と して ク レイ が 生産設備 の撤去と
移送を停止 したり+ ある い は ク レイが 国務省 から派遣されてきた軍政府政治顧 問 マ ー フ ィ ー とともに
ポツダム 協定を事実上棚上げして経済統合を推し進 めるとい っ た動きが現れてきて いた｡ こ の動きは
現地軍政の 観点から経済復興 - の軌道修 正を強く求 めてきたク レイ等 の政策方 向の延長線上 にあ っ た｡
パリ外相会議にお ける ドイツ問題 の 公式討論 の なか で 7 月 11日国務長官バ ー ン ズは ､ 英仏ソ 3 カ国
に対 しアメリカ占領地 区との 経済統合案を打ち出 した｡ 8月 9 日に英米 両国は英米 二占領地区の経済
統合に 向けた合同機構 の設 立の合意に達す る ｡ 194 6年 9 月 6 日の バ ー ン ズの シ ュ トク ツ トガ ル ト演
説 は以上 の文脈 の なか でお こなわれた｡ シ ュ トク ツ トガル ト演説 は ､ ポツダム 協定がすで に履行され
ない 状況にあるこ とを踏まえつ つ 東西 ドイツ分断を前提 に して 西 ドイ ツ の経済復興 とそれをバネと し
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た西 ヨ ー ロ ッ パ の 経済復興 を強く主張 したもの で あっ た ｡ こ の 見解は 194 7年 3 月 12日の トル ー マ
ン ｡ ドク トリン の 発表に続く 1 3日 の モ ス クワ外相会議に向けた政策会議 の なかで鮮明となる｡ 会議
では英米統合地区の重要性 ､ 工 業水準の合意の 喪失 ､ 重 工業的発展の 必 要性お よび ドイ ツ重 工業を柱
とする西 ドイ ツ と酉 ヨ ー ロ ッ パ の復興が 対 ドイツ 政策の基本方針 とされた｡
モ ス ク ワ外相会談と優先控除原則
1 947年 3 月 10日か ら 4 月 25日 にか けて お こ なわれたモ ス ク ワ外相会談にお い て ドイ ツ 問題が討
議された際 ､ 米 ソ の 間で深刻 な係争点とな っ た の は賠償問題 であ っ た ｡ こ の なか で目新 しい の は ､ 賠
償問題が新たに ソ連側 から提示 されてきた経常生産物賠償方式 をめ ぐっ て 論議された点であるo これ
まで ソ連側 の賠償方式はすで に述 べ た ように ､ 生産設備の 撤去と移送で あ っ た｡ しか し ､ こ の生産設
備の撤去と移送の 方式は大失敗で ある こ とがす ぐさま露呈 し､ 1 945年未ま でに は ソ連は こ の方式に
幻滅を感 じるようにな っ て い た ｡ こう した事態を受 けて ソ連側も賠償方式を経常生産物賠償 に転換せ
ざるをえなか っ たの で ある ｡
1946年 7 月 の パリ外相会議で はそ う した転換を図るた めに ソ連は ､ それまで の方針を転換 して ド
イ ツ 工業力 の復興の 立場を表明 した ｡ 8 月 には ソ連は経常生産物賠償の 取り立て を可能に し､ また輸
出能力 を高めるための 許容生産水準 の 引き上げを提案した｡ これは 1946年 3 月 に連合国管理理事会
に より決定された第1 次 工業水準計画からの逸脱で あり ､ 大幅な軌道修正 で あっ た｡
しか しこ の点でア メリカ の態度はは っ きり して いた o すで に パ リ外相会議 での 7 月 9 日に バ ー ン
ズ がポツ ダム 協定にお ける優先控除原則 の合意を楯 にとり なが ら､ 自占領地区で の占領負担 の持ち出
しが膨 らんで おり ､ 賠償支払い が 困難に なっ て い るとの 見解を表明 して い た の である｡ 賠償方式が経
常生産物となれ ば､ 優先控除原則と真 っ 向から衝突する ことは明らか で あり ､ 英米占領地区の経済統
合の 下で 経済復興を強く打ち出 し始 めた アメ リカ ､ そ してイギリス にと っ て経常生産物賠償は決 して
容認できない賠償方式であ っ た ｡
また ､ これ に関 して は ドイ ツ経済の 危機的様相が指摘されねばならない ｡ 194 6年当時の ドイ ツ経
済は ､ ①原材料 の調達困難､ ②運輸網の 寸断に よる運輸活動の 極端 な不振 ､ ･ 食糧危機 に よる労働意
欲の 減退 に よ っ て停滞色 を強めて いた｡ 1 946年か ら1 947年にか けて は各地で食糧デモ も生じて い た｡
l
加えて ､ モ ス ク ワ外相会議が開催された当時は ､ 西 ヨ - ロ ツ パ で は 50年来の厳冬で ､ その 影響 によ
る輸送危機等 を受 けて ドイ ツ 経済の 危機は 一 段と進行 して い たの で ある｡
したが っ て ､ モ ス ク ワ外相会談で は賠償問題 をめ ぐっ て英米と ソ連が鋭く対立する の は明らかで あ
っ た ｡ こ の 対立 は深刻で 3 月 末に は容易に打開でき ない 状態 とな っ て い たが ､ そ れを後押 しした の
が ､ 国務長官 マ ー シ ャ ル に トル ー マ ン大統領が宛て た 4 月 1 日付 け緊急極秘電報で あっ た｡ 電報で
は経常生産物賠償問題は ､ ①それが輸出を阻害せず､ 外貨は経済復興に必須の財に充て られる こ と､
②経常生産物賠償 は連合国と ドイ ツ の石炭と資源 の消費を妨げるもの であ っ て はならない こ と ､ ③､
ソ連はすで に自占領地区か ら大規模に賠償の取り立てをお こな っ て い る上に西部の 占領地区か らも賠
償の 支払 い を受けてお り ､ こう した均衡 を失 したなかで の経常生産物賠償は不当である こ と､ が指摘
されて い た ｡ 電報はすで に既定の方針とな っ て い る経済復興 を前面に出 しなが ら国務省が 194 5年初
め以来強調 してきた優先控除原則 を改めて確認する内容であ っ た｡
電報はさらに マ ー シ ャ ル に対 して ソ連 の経常生産物賠償の 要求に非妥協的な立場を 一 貫ざせ るこ と
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を求 め ､ モ ス ク ワ外相会談 の決裂 を指示 して い た ｡ イ ギリ ス側 もまた ､ 4 月 8 日 の ベ ヴィ ン と マ ー
シ ャ ル との 英米会談にお いて鉄鋼生産 1 00 0万 トン を基礎 とす る新工 業水準 の設定とそれ を前提とす
る賠償問題 の再検討を提案 し､ i 月 1 8 日に両者 の 間で合意をみ る o こ う した状況の なかで ､ モ ス ク
ワ外相会議は最終的に決裂 し､ 英米統合地区の経済復興が推進されて いく｡
次に お こ なわれ る19 47年 11月 25日 か らの ロ ン ドン外相会談が もは や決裂す るか どうかで はなく ､
い かに決裂す るの か ､ ある い はそ うさせ る の か と目され ､ さらにそ の後 ､ 1 94 8年 2 月 に開催された
ロ ン ドン 6 カ 国 (英米仏ベ ネル ク ス 3 カ 国) 外相会議の コ ミ ュ ニ ケ発表 に抗議 して 3 月 に ソ連が連
合国管理理事会から退席 し､ そ の結果連合国管理理事会が決裂状態に陥 る経緯を考えれば､ モ ス ク ワ
外相会談の 決裂が ドイ ツ 問題お よび賠償問題 を公式 に討議する とい う脈絡にお い て 決定的な重要性 を
帯び て い るの は ､ 明らか であろう｡
そ して また､ 本稿の議論 の文脈 におい て 重要なの は ､ ソ連 の経常生産物賠償の 要求が英米 の 非妥協
的な立場に よ り拒否され ､ 賠償問題が ｢事実上+ 決着された点で ある｡ い わゆる賠償指定は マ ー シ ャ
ル ･ プラ ン の 実施とと もに緩和化 の 方向 に動 い て軍需 工場を除く大半が指定解除され ､ 1 951年末に
は生産設備 の撤去 と移送そ の も の が正式 に中止 の運 びとなる｡ そ う した事実上 の決着の なか で優先控
′
除原則は もはや係争点た りえなくな薮'J
'
しか し､ それ は ドル条項 の解消 を意味す るもの で はない ｡ ドル 条項自身は輸入金融の 手段と して存
続す る｡ 一 面で は ､ 工業用原料獲得の ため に ドル 条項が改めて 重視され る局面が訪れ るもの で あ っ た ｡
他面 で はこ それは 西 ヨ ー ロ ッ パ 近隣各国に と っ て貿易障害をなすも の と して の ドル条項問題 が本格的
に浮上 してく る局面で もあっ た o それ は マ ー シ ャ ル ･ プラ ン による ヨ ー ロ ッ パ 復興計画を契機に正 面
立 っ た批判と して登場 してく る の で ある｡
マ ー シ ャ ル ･ プラ ン と ドル条項批判
マ ー シ ャ ル ･ プ ラ ン構想 の発表
1 94 7年 4 月 2 8日に モ ス ク ワ外相会談の報告 をラジオ演説でお こ な っ た マ ー シ ャ ル は ､ 酉 ヨ ー ロ ッ
パ の状況に言及 して ｢ヨ ー ロ ッ パ 復興は予想 よりは るか に遅れてお り ､ そ の崩壊 の危機 は顕著とな っ
て い る｡ 医師が熟考して い る間に患者は衰弱 して お り ､ 疲労に よる妥協を待 っ て行動 を始め る こ とは
でき ない+ と指摘 した｡ とくに 50年来 の厳冬を迎 えて輸送危機､ 石炭不足 ､ 電力不足の停止 に陥っ
た 1947年は西 ドイツ経済にと っ て だけで なく ､ 西 ヨ ー ロ ッ パ経済全体にと っ て も決定的な年とい う
ベ き時期にさ しか か っ て い た｡
こ の ような状況 の なかセ19 47年 6月 5 日に マ ー シ ャ ル の ハ ー バ - ド演説が おこなわれ るo 演説は ､
｢真相を言 えば ､ 欧州 にお い て今後 3 ､ 4 年 間の 外国産 の食糧と必需 品 主 に米国か らの -
に対する需要が支払 い能力をは るか に上回 っ て い るの で ､ 相当の 援助が 追加され なければ欧州 は大変
深刻な経済的､ 社会的 ､ 政治的 な崩壊に直面する しか ない ｡ 救済の道は ､ こ の ような悪循環を断ち切
り ､ 欧州全体ならびに各国の 経済の先行 きに対する自信を回復させ る ことで ある+ と述 べ て ヨ ー ロ ッ
パ に対す る援助て こ いれ の 用意が ある こ とを表明 しつ つ ､ ｢事態を緩和 し､ 欧州世界が回復の 軌道 に
乗 る の を援助するために米国がさらに 一 段 の努力を傾ける前に ､ まず欧州諸国で現在何が必要か ､ 米
国の行動を効果的 にするために 欧州各国が どの ような役割を果す べ きか に つ い て ､ 欧州側で何らか の
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意見の 一 致をみなければならない こ とは明白で ある+ と指摘 した上 で ｢イ ニ シ ア チブは欧州側 か ら出
なければい けない+ との 見解を明らか に した o
こ の 場合留意されねばならない の は ､ マ ー シ ャ ル ｡ プラ ン が西 ドイ ツ の経済復興と西 ヨ ー ロ ッ パ経
演 - の復帰 を核心 的な内容の 一 つ とす るもの だ っ た と い うこ とで あるo こ の 内容を抜きに マ ー シ ャ
ル ･ プ ラン は論 じられない ｡ それ はた と えば､ 194 6年 9 月 の バ ー ン ズの シ ュ トク ツ トガル ト演説か
ら 194 7年 3 月の フ ー バ ー 使節団の 報告書提 出､ ヨ ー ロ ッ パ の 工 場と して の ドイ ツ再建方針 を披渡 し
た 5 月 にお ける国務次官アチ ソ ン の ク リ ー ブ ラン ド演説を経て , 工業水準を引き上げた 7 月 11日の
JC S(米統合参謀本部) 1 799号指令 ､ ｢ドイ ツ の復興なしには ヨ ー ロ ッ パ の 復興は あり えない+ と
した 11月 18日 の マ ー シ ャ ル の シ カ ゴ演説と い っ た
- 連の経緯を考えれ ば 一 目瞭然で ある｡
実際､ 6 月 5 日の マ ー シ ャ ル の演説以前にす で に西 ヨ ー ロ ッ パ の危機 の 分析が ヨ ー ロ ッ パ経済は
ドイ ツ経済 ､ それもとりわ けて ル ー ル 地域の潜在力な しには再建 されえない とい う古 い認識を蘇らせ
て い た. トル ー マ ン大統領 の 要請で ドイ ツ と オ
ー ス トリア を視察 した元大統領フ ー バ - もまた ､ ヨ ー
ロ ッ パ経済が原料と完成品の 交易に よ っ て ドイ ツ経済と最も緊密 に結び つ い て おり ､ こ の 交易関係 に
お ける購買者お よび供給者と して の ドイ ツ を考慮す るこ と なしに は ヨ - ロ ツ パ の 生産力は再生されえ
ない と結論づ けて いた の で あるo 後に マ ー シ ャ ル は西 ドイ ツ経済の復興を西 ヨ
ー ロ ッ パ 経済に最
大限の 貢献をする ような形で なされ るべ きで あると位置づ けたが ､ 最大限の貢献の 中身とは購買者お
よび供給者と して の ドイ ツ の西 ヨ
ー ロ ッ パ経済 - の復帰で あっ た｡ すなわち､ それは ドイγの伝統的
な資本財輸出国 - の 回帰とそれによ る ヨ ー ロ ッ パ 内多角的貿易網 の 形成であるo
そ して こ の 場合､ 最大限の 貢献とは JC S 177 9号指令で の 基本認識で ある ｢安定 した生産的なド
イ ツ の経済的貢献+ と 同じ意味で あり ､ 原料輸出の か たちでの 部分的貢献を否定するもの に ほか なら
ない o こ う した原料輸出国化は国務省の 方針で あっ た. マ
ー シ ャ ル ･ プ ラン の構想は こ う した従来の
方針 を 1 80度転換して西 ヨ ー ロ ッ パ復興計画の 核心 を ドイ ツの復興 に置くも の であ っ た｡ そ して ､
これはイ ギリ ス 側の 意思 でもあ っ た ｡
西 ヨ ー ロ ッ パ近隣各国の ドル 条項批判
とこ ろで ､ こ うした ドイ ツ経済の復興構想は英米に 限られたもの で はなく ､ 実は西 ヨ
ー ロ ッ パ 近隣
t
各国にも共有されたもの であ っ た｡ そ して ､ そうした構想が 出されてく る引き金とな っ たの が ドル条
項 問題 で あっ た｡ 194 5年秋以来燥 り続けて い たこ の 問題 に対す る不満と批判が ドイ ツ 経済の復興の
在り方とかか わ っ て登場 してく る｡ そ の 典型が ベ ネル ク ス 3 カ 国で あっ た｡ 7 月 の ヨ
ー ロ ッ パ 復興
会議総会 にお いて べ ネル ク ス 代表団の ヒ ル シ ェ フ ェ ル トは ､ ドイツ の ｢通貨の カ
ー テ ン+ が ｢鉄 の カ
ー テ ン+ に匹敵する悪 しき問題 であると して ドル 条項を批判 した｡ イタリア代表もまた ､ ベ ネル ク ス
代表団 の 立場 を支持 した｡
復興会議は フ ラン ス を除く酉 ヨ ー ロ ッ パ 近隣各国が ドイツ の帰趨に つ いて の 国際的決定に参加 でき
る最初の機会であ っ たが ､ そ の場 にお い て近隣各国は英米の合意以上に迅速な ドイツ の 再建を強く訴
え､ 自らの 復興 にと っ て 一 大制約 と看倣して いた ドル 条項に対 して鋭い批判 を加 えた甲で あ っ たo ド
ル 条項が ｢鉄の カ ー テ ン+ になぞらえて非難された点に ドル条項に対する西 ヨ 丁 ロ ツ パ 近隣各国甲反
発と不満 の深さが渉み 出て い る o
こ こ で重要なの は ､ 弱小国の 立場 を代弁 して べ ネル ク ス 3 カ国 ､ それもとり わけてオ ラ ン ダが 自
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国と ヨ ー ロ ッ パ の 擾興は ドイツ の協力に よ っ て の み達成されうると い う見解を国際舞台の場で 強調 し
て きた点で ある｡ オ ラ ン ダは ドイ ツ の通貨政策的孤 立が ヨ ー ロ ッ パ 経済復興 にと っ て不利 に働く こ と
を早く から認識 し､ すで に 1 946年 8 月 には英仏と の 話 し合 い の 場にお い て ｢われわれは東部国境に
お い て万 里 の長城に直面 して い る+ と指摘 して ドル 条項に よる貿易障害の 壁 に突き当たっ て い る こ と
を問題と した ｡
さらにまた ､ オ ラ ン ダは自国経済の 長期復興に ドイ ツ が不可欠 で あると い う事実に い ささかも変わ
りは ない こ と を主張 し､ 最大の 貿易相手国 で ある ドイツ を排除する い か なる協力形態 をも考慮 しない
と した｡ オ ラ ン ダの差 し迫 っ た利 害関心 は ､ こ う した 異常な事態 を早期に脱却 して 戦間期の 国際的な
貿易関係 を再構築す るこ とに向 けられた の で ある｡
こ う した事態は ス ウ ェ ー デ ン で も同様で あ っ た ｡ 戦後 ス ウ ェ ー デ ン を国際収支危機に陥れ ､ ドル 不
足と輸入制限に導い た こ と と密接 にかか わり合っ て い る の は ､ 何 と い っ て も自国貿易連関か らの最重
要な貿易相手国 ドイ ツ の 脱落で あり ､ ｢ま っ たく新 しい事態+ とな っ た原料の 輸出､ とりわけて石炭
の 強制輸出で あ っ た D ドイ ツ の脱落はア メ リカ か らの資本財の 輸入急増を招き ､ ス ウ ェ ー デ ン の 外貨
準備高を激減させたの である o こ の 困難 な状況 は ドイ ツ が再び ヨ ー ロ ッ パ の 経済的 中心に なる こ とを
{
ス ウ ェ ー デ ン に待望させ た o さらに ､ 軸 国務省 の ドイ ツ ･ オ ー ス トリア経済問題局長で あ っ た C . P .
キ ン ドル バ ー ガ ー の 現地 か らの書簡 にお い て も ドル 条項問題が取り 上 げられ ､ ドイ ツとオ ー ス トリア
の貿易障害は ドイ ツからの 輸出品に ドル で 支払う能力 にオ ー ス トリア が欠けて い る こととオ ー ス トリ
アに ドイ ツ - の 輸入許可に該当す る製品が な い こ とに あると述 べ られて いた｡
ヨ ー ロ ッ パ か らの復興構想と西 ドイツ経済の復興
以上の 事実から窺われ る ように ､ ドル 条項 は ヨ ー ロ ッ パ 内部で は貿易障害と して 悪名高き存在と化
して い た｡ そ して ､ ドイ ツ の原料輸出国化とともに ドル条項は伝統的な資本財供給国ならび にア ブソ
ー バ ー と して の ドイツ本来 の 姿 - の復帰の 要請の主 た る契機 とな っ た の で ある ｡ 西 ヨ ー ロ ッ パ 各国の
共通認識 は ､ 現在の 国際収支危機を呼び起 して い る の が産業基軸国 ドイ ツ が ヨ ー ロ ッ パ の 貿易連関の
なか に入 っ て い ない という こ とで あっ た. すで に述 べ たように ､ マ ー シ ャ ル ･ プ ラン の 構想 は ､ ヨ ー
ロ ッ パ か らの 復興構想を求 めて い たが ､ それ は ドイ ツ の 弱体化政策を追求す る フ ラン ス を除けば ドイ
ツの 重化学工業国と して の 早期復興と西 ヨ ー ロ ッ パ 経済 - の復帰の 要請として具体化 してきたと い え
よう｡ 1 947年9 月 に西側 16カ 国会議 にお い て西 ドイ ツ が援助の対象に なる こ とが承認されたが ､ こ
の ような早 い決定も西 ヨ ー ロ ッ パ 内部か らの 強 い希求に裏付 けられて の こ とで あろう｡
また､ 復興会議の 約 3 週間ほ ど経 っ て フ ラ ン ス が べ ネル ク ス 3 カ 国に対 して西 ヨ ー ロ ッ パ 関税同
盟形成の提案を した際に ､ ベ ネル ク ス 3 カ国は ただちに 西 ドイ ツ の 復興が 自国経済の復興に と っ て
不可欠で あり ､ どの ような同盟 も西 ドイ ツ が参加 の 可能性 をもつ もの で なければならない との即時的
な回答 をお こ なっ た｡
こう しだ構想は 実は第三次大戦中に各国の 国内 ､ 亡命 レジ ス タ ン ス 運動やイ ギリ ス の 知識人か らも
盛 んに表明されて い たもの で あ っ たo こ れは戦後 ヨ ー ロ ッ パ綻合の 文脈にお い て論 じられたが ､ それ
によればアメ リカ と競争 しうる ヨ ふ ロ ツ パ の 経済的再建 の ために は ｢健全で勤勉な ドイ ツ+ を必要と
した上で ､ ドイ ツ問題とは ｢狼 の 肉体に 山羊の精神 をもつ ドイツ+ で あり ､ ドイ ツが健全とな っ て初
め て ヨ ー ロ ッ パ も健全たり え､ ドネ ッ の創造性と活動力 が ヨ ー ロ ッ パ に最も寄与 しうる枠組みを創り
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出す こ とと されたo
こ の ように ､ レ ジ ス タン ス 運動 に共通す る基本認識は ドイ ツ抜きの ヨ ー ロ ッ パ は あり えない と いう
もの で あ っ たが ､ 酉 ヨ ー ロ ッ パ の 国際収支危機や自国経済復興の 遅々 と した歩みは こ の認識 を改 めて
ヨ ー ロ ッ パ 内部に腔胎させた の で あっ たo そ の 際大きな制約 と して浮び 上が っ てきた のが ドル条項と
西 ドイ ツ の原料輸出国化であ っ た o そ こ で ､ 西 ヨ - ロ ツ パ 貿易連 関の逼塞感を増幅 して い る と看徹さ
れた ドル 条項 に批判が集 中 した の で ある o こ う した後 向き の貢献の 問題点が ヨ
ー ロ ッ パ 内部 から鋭く
問われ てく るに至 っ た の で ある o
フ ラ ン ス の ドイ ツ 弱体化政策の 限界と破綻
と こ ろで ､ ドイ ツに対す る以 上 の ような西 ヨ
ー ロ ッ パ 内部か らの 復興構想が生 じたこ と に関連 して
指摘されねばならない の は ､ こう した構想が フ ラ ン ス の 孤立 を招き ､ フ ラン ス の ドイ ツ 弱体化政策に
決定的な検を打ち込 ん だ こ とで あるo 先述 の 西 ヨ ー ロ ッ パ 関税同盟提案に対する べ ネル ク ス 3 カ国
の反応 はそ の好個の例 で ある｡ フ ラ ン ス の ドイツ 弱体化政策は大国願望の裏革しの 表現で あり ､ ル ー
ル 石 炭の確保が フ ラ ン ス にと っ て鉄鋼業など重 工業の 復興お よび近代化計画と結び つ いて い る関係 で
は経済的な裏づ けをも有して い た｡ 復興会議の前 の 7 月 9 日にも国務次官補ク レイ トン とフ ラ
ン ス 外相 ビ ド ー と の 意見交換にお い て ビ ド - は賠償の 放棄と 工業水準の引き上げを受け入れられない
と し､ それをすれば復興会議 は失敗するで あろうとの 意見 を表明 して い たo しか し復興会議の 場 で は
べネル ク ス 3 カ国から西側 占領地区の マ ー シ ャ ル ･ プラ ン - の参加 が強く主張され ､ また ドル 条項
を非難する声が あげられた｡ フ ラン ス の 思惑は見事に はずれた｡ そ して さらには ､ すで に述 べ た よう
に ､ 194 7年 7 月 11日にJCS1 779号指令がク レイに送付され るQ こ うして ､ フ ラン ス の ドイ ツ 弱体
化政策は復興会議と相前後 してその破綻が露呈される の で ある｡
フ ラ ン ス の ドイ ツ弱体化政策の破綻に関連 して は ドル条項下で の フ ラン ス の 占領政策の 困難が指摘
され よう｡ 194 5年か ら 194 7年 まで の フ ラン ス 占領地区の 貿易収支は若干の黒字で ､ 英米 二占領地区
に お ける巨額 の 入超 とは対照的で あ っ たが ､ こ れは フ ラ ン ス 占領地区の輸出の 85 %が フ ラン ス 向け
で ある こ とに あっ た｡ すなわち ､ フ ラ ン ス 占領地区にとっ て フ ラ ン ス が ドル獲得源と な っ て いたの で
ある｡
l
そ の 点では ､ フ ラン ス 占領政策の本来的な意図にもか かわらず ､ 実態はフ ラン ス の 自己搾取と い っ
た帰結を生ん だの で ある｡ 1 947年 9 月 に フ ラ ン ス の ドル 不足が深刻 になるにお よんで こ う した政策
方 向が転換されたが ､ そ こ で今度は フラ ン ス 占領地区か らの輸出にと っ て ドル条項が貿易障害と して
立ちはだか っ てく る こ とに なっ た ｡ そうなれば当然の こ となが らフ ラ ン ス 占領地区とい うもの の重荷
をとり払う必要性に駆 られ て こ ざるをえない Q
194 8年 10 月 にフ ラン ス 占領地区の 貿易管理機関で ある対外貿易庁が共同輸出入庁 (JEIA) に合流
す るの は ､ 以上 の 占額政第の 困難に起因するもの で あっ た｡ こ の ように ､ フ ラン ス は ドイ ツ弱体化改
策を破綻させたの みならず ､ ドル 条項下で フ ラ ン ス 占額政策の重荷の払拭を余儀なく されるに至 るの
で ある ｡
いずれに しろ､ マ ー シ ャ ル ･ プラ ン の構想発表はフ ラン ス の ドイツ弱体化政策を尻目に ヨ
ー ロ ッ パ
復興 - の 自助努力に訴 える こ とを通 じて西ヨ ー ロ ッ パ 近隣各国か らの 西 ドイ ツ の復興とそれの ヨ
ー ロ
ッ パ 復興 - の最大限の 寄与 を求 める ヨ ー ロ ッ パ か らの 復興構想 を表舞台に登場させ る役割を果すもの
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とな っ た ｡ そ して こ の 場合 こ う した ヨ ー ロ ッ パ か らの復興構想を内部か ら衝き動 か して い たの は ､ ド
ル 条項問題で あっ た.
Ⅳ ドル 条項の解消
アメ リカ政府内部か らの ドル 条項批判と ドル 条項の 存続
マ ー シ ャ ル ･ プラ ン の構想 と実施 は ､ ドル 条項 の 存在そ の もの の 問題性 を鋭く浮び上が らせ るもの
で あっ た｡ と いうの も ､ 無償の ドル 贈与に より西 ヨ ー ロ ッ パ 全体に貿易創 出効果 をあげる国際的な ス
ペ ンデ ィ ン グ ･ ポリ シ ー をお こ ない ､ 大 ヨ ー ロ ッ パ 統合 の進展を世界経済の 多角的貿易金融 シ ス テ ム
再編の て こ に しようとす るアメ リカ 国務省の 政策的意図か らすれば ､ 域内貿易 の 障害とな っ て い る ド
ル 条項は邪魔な存在で しか ない からで ある｡ それ ばか りでは ない ｡ マ
ー シ ャ ル ･ プラ ン は周知の よ
うに域内の 多角的決済を促進す るた 捌 こ有償 ドル援助をも含ん で い た｡ したが っ て ､
一 方では ､ 域内
多角決済のため の 引き出 し権供与 の基準となる ドル 援助をお こ ない なが ら､ 他方で は ､ 西 ドイ ツを相
変わらず ドル 圏に編入 して厳 しい 腕 制を敷き ､ その こ とでか え っ て 西 ヨ ー ロ ッ パ各国に対 ドイ ツ
差別貿易政策を余儀なく させ て い るの は ､ 矛盾以外 の何物でもなか っ た ｡ そ う した なかで アメ リカ政
府内部か らドル 条項批判 が相次いで 出されてく る｡
1 947年 6 月 末に軍政府政治顧問の マ ー フ ィ ー は ､ とくに切迫 した政策課題 と して英米統合地区の
新たな工業水準計画と通貨改革を挙げつ つ ､ ドイ ツ と西 ヨ
ー ロ ッ パ 近隣諸国 の 間の貿易関係 を阻害 し
て い る ドル 条項 を ｢ドル の 垣根+ と批判 し､ それ をヨ ー ロ ッ パ域内貿易の 拡大の ため に撤廃 しなけれ
ばならない と指摘した ｡
また､ トル ー マ ン大統領 の 指示 で設置 された 194 7年 6 月 に商務長官 ハ リ マ ン を長とする対外援助
委員会は 同年 11 月 に報告書を提出 し､ そ の なか で ドル 条項が西 ドイ ツ 経済を近 隣各国か ら隔離する
こ とに なっ て い ると して それ を非難 した o ハ リ マ ン委員会に マ ー シ ャ ル ･ プラ ン の アメ リ カ側 の 監督
機関で ある経済協力局 (ECA) の長官となるホ フ マ ン ､ 書記 に ECA の指導的協力者で あ っ たピ ッ セ ル
が加わ っ て い た こ とは重要で あろう｡ と い うの も ､ 194 8年か ら1 94 9年 にか けて E CAは ドル 条項 - の
批判をお こ なうか らで ある ｡
こ の ように ､ ドル 条項の 存廃をめ ぐっ て は アメ リカ国務省 と陸軍省､ それもとく に ドイ ツ 占領政策
に直接的な責任を負うア メリカ 軍政府 との 間に厳 しい 対立が あ っ たもの と推測されるo しか もそこ に
は軍政長官ク レイの 強 い 意向が働い て い たと考えられ る｡ 国務省か らみれば ､ 西 ドイ ツ の 経済復興 は
あくまでも西 ヨ ー ロ ッ パ 経済に最大限 の貢献 をなすもの で あり ､ それが ヨ
ー ロ ッ パ復興計画の 枠組み
の なか で位置づ けられ る の に対 して ､ ク レイは西 ドイ ツ の速やかな復興 ､ 再建の 必要性だけをみて い
た｡
また ､. こ こ には 1 94 7年年 7 月に ドル とポ
ン ドの 交換性回復を開始 して 以来 ､ 英米金融協定に より
借款供与され た 37億 500 0万 ドル の 70%近くを失 い ､ 僅か 1 カ月 足 らずで交換性停止 に追い 込まれ
たイギリス が これまで 以上 に占領負担 の 持ち出 しの 回避に拘泥せ ざる をえなか っ た事情があるもの と
思われるQ
いずれ にせよ ､ ク レイ のみ る西 ドイ ツ経済の実態は ､ 鉱 工業生産 が 194 7年初めの 厳冬 ､ 石炭不足
などに より再度落ち込み ､ そ の 衝1948年に かけて 回復す るもの の ､ なお 19 36年水準 に遠くお よばず､
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1 947年8月 29日公表 の 工業水準引き上げが積極的な意味合 い をもた ない と い っ たもの で あ っ た ろうo
貿易収支動向も西 ヨ ー ロ ッ パで は 出超で あっ た が ､ 対米の圧倒的入超が続い て い たた め占領負担の 懸
念は相変わらず深刻なままで あっ たo
こ の 点に関連 して 国務省 の経済専門家で あっ た - ク タ ー ｡ プ ル
- ドム は 194 8年 4 月 に こ の当時の
ア メ リカ 軍政府内部 には貿易政策をめぐ っ て 二 つ の 派が対立 して い た ことを指棟 して い る｡
一 つ はク
レ イ 軍政長官下で の ベ ル リ ン 派で ､ ドル 条項に 固執する考え を持ち ､ 西 ドイ ツ 経済を西 ヨ
ー ロ ッ パ近
隣各国か ら遮断 し､ 嘩入財の 人為的な管理を図ろうとす る派で あり ､ い ま
- つ は西 ドイ ツ経済 の近隣
各国 - の 開放 を主菜す るフ ラ ン ク フ ル トで働く軍政府関係者 か ら成る フ ラ ン クフ ル ト派 で あ っ た ｡
プル ー ドム は国務省と E C Aに対 して フ ラン ク フ ル ト派 の貿易政策を支持する ように薦め ､ ヨ
ー ロ
ッ パ 近隣各国との 貿易拡大と ドル援助の
一 部に よる西 ヨ ー ロ ッ パ か らの購入 を主張 したo ピ ッ セ ル 臥
ベ ル リ ン派に対するプ ル ー ドム の批判を完全に賛同 した o
こ の よう に ､ ドル 条項に対 して は軍政府内部でも批判 の声が高くなっ てきて い た｡ マ･
- フ ィ
- は ､
国務省 から派遣され て い た とは い え､ 協ク レ イ の信頼の 厚 い人物で あ っ た が ､ ドル 条項 に関す るかぎ
り ､ マ ー フ ィ ー とク レイ の対立 は明瞭 で あっ た o
こう した アメリカ政府 内部 の ドル条項批判 にもか かわらず ､ ドル 条項は撤廃されなか っ たが † それ
に 関 して 指摘され る べ き重大な背景と して は繰り延 べ イ ン フ レ の解決の 問題があっ たo すなわ ち､ 戦
時過剰購買力の 処理を図る通貨改革が どの 時点にお いて 実施されるか とい う問題 で あり ､ これなく し
て 西 ドイ ツ の 貿易自由化は考えられない こと で あ っ た ｡ 実際にも 1920年代初めに戦時､ 戦後の 過
剰購買力の 未整理と放置が天文学的なイ ン フ レ を招き ､ ドイ ツ経済を破綻の 淵に追い や っ た経験がイ
ン フ レ後遺症と して深く残 っ て い るなかで は ､ 輸出産業の ビジネス
･ コ ン フ ィデ ン ス は容易に盛 り上
が らなか っ た｡ こ の 時点で は企業は通貨改革後を悦ん だ生産準備の 強化に力を注い で い たo
ク レイが通貨改革を西 ドイ ツ経済の 復興の 重要な節目とみて い たこ とは明らかな ように思われ るが ､
こ こ には上述 した ような企業事情が背景にある上に ､ たとえ通貨改革が なされたと しても調整イ ン フ
レ 等の 余波の 問題 があり ､ 経済復興に い まだ不確定たらざるをえ ない 懸念があ っ たに違い ない o 実際
ク レイ の 立場か らすれば､ 通貨改革が実施されたか らとい っ てただちに ドル 条項が撤廃されると い っ
たもの では なか っ たで あろう｡
さらに ､ 194 7年 1 2月 の ロ ン ドン外相会議の 決裂を契機 に英米統合地区の政治的再建が推進されて
いく事情が加わ る ｡ こ の 動きは ､ 1 948年 2 月の ロ ン ドン 6 カ 国外相会議 にお ける西側占領地区の 軍
l
政終結の 合意 ､ 同年 6 月 の ロ ン ドン 協定に よ る西 ドイ ツ政府樹立 の 決定に より加速され るo これは
ドル条項の 存廃に大きく影響 したように思われるo 2 ドル 条項の 解消 以上 の ように ドル条項は様
々
な批判 に晒され なが ら､ マ
ー シ ャ ル ･ プラン と通貨改革の 実施以後なおも維持されたo 事態が変わ る
の は 1 949年に入 っ て か らであるo 1949年 1 月頃にク レイ は国務省や ECAとの 間で繰り返された対立
に疲れて辞意を表明す るようにな っ た｡ さらに重要なの は､ 西 ドイ ツ政府 の樹立 と軍政の 終結がい よ
い よ現実の もの に なっ てきた こ とで あろうo 間接占領 - の 移行が間近 になっ てきた の で ある o そ して ､
ボン 基本法が可決される 5 月 にク レ イ は ドイ ツ を去 るo これは
一 つ の転機をなすに違い ない o そ の
後ドイ ツ連邦共和国が発足 し, 1949年末にはJ E I Aが機関と して廃止される o
こう した動きと軌を 一 に して 8 月 の ス イ ス との 双務協定を皮切 りに 9 月 に はオラ ンダ ､ 11月 には
ノ ル ウ ェ - ､ オ ー ス トリア ､ ベ ル ギ
ー
､ ル クセ ン ブル ク ､ デ ン マ
ー ク ､ ス ウ ェ - デ ンと貿易自由化の
ため の - 連の 通商協定が締結され ､ 当時 ｢向こ う･みずな冒険+ といわれた エ ア ハ ル トの貿易自由化政
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策が採られ る｡ そ う した なかで ドル 条項は解消 に向う｡ ドル 条項 は ドイツ 連邦共和国の成立 とい う実
態に促され つ つ ､ そ こ での 自主的な貿易政策の展開に より な しくず し的に消滅する過程 を辿 るQ 結局 ､
英米両軍政府 い ずれも ドル 条項 の 存廃に つ い ては 間接統治 - の移行 の 政治的 ス ケジ ュ ー ル に委ね る方
向を採 っ た の で ある｡
む す び
以上 ､ ドル 条項 の成 立 と解消 を論 じて きた ｡ 本稿の 問題視角か らい えば､ ドル 条項の 解消過程は さ
ほ ど重要で はない o マ ー シ ャ ル ･ プラ ン と通貨改革 の 実施か らい っ て ドル 条項 の廃止 は必 至 の もの だ
っ たか らで ある｡ こ の 過程自体に は別段劇 的な内容は ない ｡
重要なの は ドル 条項 が問題化 し､ 西 ヨ ー ロ ッ パ近隣各国か ら厳 しい非難を浴び た時期で あるo マ ー
シ ャ ル ･ プラ ン の 構想発表はそ う した非難を表舞台に登場させ るき っ か けを与 えた ｡ そ して ､ それ を
受 けた ヨ ー ロ ッ パ か らの 復興構想は ドル 条項 の制約を媒介に して西 ドイ ツ の 経済復興と西 ヨ ー ロ ッ パ
経済 へ の 復帰の要請と して現れ る｡ す なわち ､ 西 ドイ ツ が原料輸出国化 して い ると いう変則的事態が ､
逆説的にだが ､ 西 ドイ ツ の復帰 を強烈 に求 め る動きを西 ヨ ー ロ ッ パ 内部 に生み出す の で ある｡ そ の 際
大き な役割を果 したの が ､ べ ネ ル ク ス 3 カ 国に代表され る近隣弱小国の 政治的対応で あ っ た ｡ こ れ
らの 国々 は戦後 の 異常な ドル 不足 と国際収支危機に直面す る なかで か つ て の 国際的貿易連関の 再構築
を強く主張した ｡ おそ らく ､ こ う した復興構想 は ､ ドル 条項が深刻な問題と して近隣各国に立ちはだ
か らなけれ ば､ これ ほ ど明確 なかたちをと っ て現れて は こ なか っ た で あろう｡
ドル条項 は重化学工業国と して の西 ドイ ツ の再生を促すような契機に転化 して い っ た｡ そ の こ とは
また フ ラ ン ス の孤立感 を深め ､ フ ラ ン ス の ドイツ 弱体化政策を破綻させ るもの とも なっ た｡ 以上 の 意
味にお い て ､ ドル 条項 はそれ へ の非難を通 じて 改めて ドイ ツ 経済の存在の重みを西 ヨ - ロ ツ パ各 国に
認識させた｡ そ う した自身に有利 とな っ た政治的 ･ 経済的環境の なか で西 ドイツ の 政治的再建と経済
復興が軌道に乗 っ て い っ たの で ある｡
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